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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第３四半期連結
累計期間

第31期
第３四半期連結

累計期間
第30期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 1,795 1,542 2,470

経常利益 （百万円） 143 307 346

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 259 312 208

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 271 315 226

純資産額 （百万円） 7,674 7,998 7,656

総資産額 （百万円） 8,555 8,481 8,900

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 28.70 34.50 23.09

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 28.69 - 23.08

自己資本比率 （％） 88.9 92.2 85.0

 

回次
第30期

第３四半期連結
会計期間

第31期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.50 6.91

（注）１　第31期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、合同会社PBTF1は、支配に該当する取引が終了したため、第２四半期連結会計期間末よ

り、連結の範囲から除いております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクについての発生、又は、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き状況を注視してまいります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は売上高1,542百万円(前年同四半期比14.1％減

収)、営業利益135百万円（前年同四半期比0.1％増益)、経常利益は307百万円（前年同四半期比114.4%増益）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は312百万円（前年同四半期比20.2%増益)となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

 

①医療関連事業セグメント

　売上高865百万円(前年同四半期比41.2%減収)、営業利益384百万円(前年同四半期比6.0％増益)となりました。ア

ライアンス先医療法人が保有する総病床数は5,097床（第２四半期会計期間末から556床減少）となり、アライアン

ス先施設の内訳は無床診療所６施設、有床診療所８施設、病院（介護医療院を含む）26施設、介護老人保健施設11

施設の計51施設となりました。

　当第３四半期連結累計期間における新規のアライアンス獲得は有りません。

 

②不動産関連事業セグメント

　売上高676百万円(前年同四半期比110.2％増収)、営業利益105百万円（前年同四半期比8.8%増益)となりました。

合同会社PBTF1が保有する三重県多気郡所在の不動産の売却により不動産販売収入等を計上しています。本件売却

により合同会社PBTF1は連結要件が解消されたため、連結から除外となっています。また、下記商業施設２件は、

引き続き不動産の賃貸事業を行なっております。

 

・北海道釧路市所在の商業施設

・北海道留萌市所在の商業施設

 

③その他

　営業外収益

営業外収益に業務委託契約の中途解約に伴う違約金収入71百万円の計上がありました。

 

　持分法適用関連会社である株式会社DAホールディングス

2022年９月期に親会社株主に帰属する四半期純利益369百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益120

百万円）を計上しました。これに伴い、当社の所有割合29.5％に相当する108百万円を持分法による投資利益（前

第３四半期連結累計期間は持分法による投資利益35百万円）として、当社は当第３四半期連結累計期間に計上して

います。

 

　特別損益

特別利益に債務返還引当金戻入益88百万円の計上と特別損失に特別調査費用20百万円と合同会社PBTF1の連結除外

に伴う関係会社清算損12百万円の計上がありました。

 

当第３四半期連結会計期間末の財政状態の状況は、次のとおりであります。

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比して4.7％減少し、8,481百万円となりました。

主な要因は、販売用不動産の減少があったこと等によります。
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（負債）

　負債は前連結会計年度末に比して61.2％減少し、482百万円となりました。主な要因は、1年内返済長期借入金

310百万円等の減少があったこと等によります。

（純資産）

　純資産は前連結会計年度末に比して4.5％増加し、7,998百万円となりました。主な要因は、親会社株主に帰属す

る四半期純利益312百万円を計上したことによります。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。引き続き内部統制体制の強化に努め、財務体質の強化をはかるととも

に、医療関連事業の推進に注力してまいります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

に重要な変更はありません。

 

(4）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析、検討内容及び当該重要事象等を解消し、または改善する

ための対応策

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析、検

討内容及び当該重要事象等を解消し、または改善するための対応策について重要な変更はありません。

 

(5）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,070,000

計 17,070,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現

在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協

会名
内容

普通株式 9,051,000 9,051,000
東京証券取引所

グロース市場
単元株式数100株

計 9,051,000 9,051,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 9,051,000 － 3,049 － 3,012

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、2023年１月31日開催の臨時株主総会招集のために設定した直前の基準日

(2022年12月16日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 500 －

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

 

単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,049,500 90,495 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  9,051,000 － －

総株主の議決権  － 90,495 －

 

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

グローム・ホールディン

グス株式会社

東京都港区赤坂一丁

目12番32号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00
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２【役員の状況】

前期の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動は次のとおりです。

 

役職の異動

新役職 旧役職 氏名 異動日

代表取締役社長 取締役 藤本　一郎 2022年11月18日

取締役 代表取締役社長 宮下　仁 2022年11月18日

 

なお、当第３四半期会計期間末日後、当四半期報告書提出日まで、次のとおり役員の異動がありました。

 

（１）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

就任

年月日

取締役
森　芳英

(注１)
1954年１月10日

1977年４月　㈱東京相和銀行

2002年３月　㈱東京スター銀行　法人金融

本部　部長

2003年11月　㈱ミネルバ債権回収　副部長

（オリンパスグループ）

2008年６月　ユナイテッド・ヘルスケア

㈱　取締役（オリンパスグ

ループ）

2012年７月　㈱メディウェル　コンサル

ティング事業部　部長（アイ

ンファーマシーズグループ）

2017年６月　LCパートナーズ㈱

2018年８月　LCメディコム㈱（現グロー

ム・マネジメント㈱）へ転

籍　メディカル事業部長

2019年６月　同社取締役

2022年11月　同社代表取締役社長（現任）

　　　　　　当社執行役員

2023年１月　当社取締役（現任）

(注３) － (注４)

取締役
菅原　正純

(注１)
1969年１月15日

1987年４月　㈱サン・ジャパン（現（株）

CAICA DIGITAL）

2013年１月　㈱CareOnline（現㈱ケアダイ

ナミックス）

2014年６月　㈱SJメディカル（現㈱ノー

ザ）

2021年６月　グローム・マネジメント㈱IT

サポート部シニアマネー

ジャー

2022年４月　同社取締役（現任）

2022年11月　同社事業推進部管掌（現任）

　　　　　　当社執行役員

2923年１月　当社取締役（現任）

(注３) － (注４)
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取締役
齋藤　顕次

(注２)
1963年12月16日

1987年４月　伊藤忠商事㈱

2000年１月　山田建設㈱

2005年10月　㈱アースリー 取締役

2011年２月　㈱Webplus Japan代表取締役

（現任）

2013年３月　㈱PAX創研（現㈱メトロス開

発）代表取締役

2015年４月　石山Gateway Holdings㈱　執

行役員

2016年６月　燦キャピタルマネージメント

㈱　取締役

2017年３月　SGPEジャパン㈱　代表取締役

2017年３月　SUN　BIOMASS.PTE.LTD

Director

2020年８月　ルイ・コーポレーション㈱

2021年12月　㈱アジアゲートホールディン

グス 取締役（現任）

2022年１月　NC MAX WORLD㈱　取締役（現

任）

2022年２月　㈱ハンドレッドイヤーズ 取締

役（現任）

2022年６月　㈱FAIRY FOREST 取締役（現

任）

2023年１月　当社取締役（現任）

(注３) － (注４)

取締役
張　力耘

(注２)
1964年4月20日

1987年７月　中国税関計算センター　シス

テム開発

1990年２月　北京コア㈱　システム開発

1993年６月　北京珠峰㈱　システム開発

1998年12月　システムコンサルティング

㈱　システム開発

2005年３月　DivineSoft㈱　代表取締役

（現任）

2012年10月　北京仁本新動科技有限公司　

総経理

2017年11月　守望智康（北京）科技有限公

司　総経理（現任）

2019年７月　㈱アジアゲートホールディン

グス　取締役

2021年７月　普済堂東京㈱　代表取締役

2023年１月　当社取締役（現任）

(注３) － (注４)

(注１)森芳英氏、菅原正純氏は監査等委員ではない取締役です。

(注２)齋藤顕次氏、張力耘氏は監査等委員ではない社外取締役です。

(注３)新任役員の任期は2023年３月期定時株主総会終結の時までです。

(注４)新任役員は2023年１月31日開催の臨時株主総会において選任、就任しています。

 

（２）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 宮下　仁　(注１) 2023年1月31日

取締役 徐　柱良　(注２) 2023年1月31日

(注１)宮下仁氏は監査等委員ではない取締役でした。

(注２)徐柱良氏は監査等委員ではない社外取締役でした。

 

（３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　男性７名　女性２名　（役員のうち女性の比率22.22％）
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、協立神明監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第30期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　赤坂有限責任監査法人

第31期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間　　　協立神明監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,848 2,896

売掛金 99 77

営業貸付金 1,078 855

商品及び製品 7 6

販売用不動産 1,839 -

原材料及び貯蔵品 0 0

短期貸付金 236 236

１年内回収予定の長期貸付金 180 173

その他 478 237

貸倒引当金 △143 △105

流動資産合計 5,624 4,377

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 86 763

土地 10 704

その他（純額） 25 18

有形固定資産合計 122 1,486

無形固定資産   

その他 7 7

無形固定資産合計 7 7

投資その他の資産   

投資有価証券 703 813

長期貸付金 2,487 1,701

繰延税金資産 25 4

敷金及び保証金 65 60

その他 322 487

貸倒引当金 △457 △457

投資その他の資産合計 3,145 2,610

固定資産合計 3,275 4,103

資産合計 8,900 8,481
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 310 -

未払法人税等 121 22

賞与引当金 52 54

債務返還引当金 90 -

その他 393 241

流動負債合計 968 318

固定負債   

資産除去債務 18 18

長期預り敷金保証金 255 145

その他 1 0

固定負債合計 275 164

負債合計 1,243 482

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,049 3,049

資本剰余金 3,012 3,012

利益剰余金 1,504 1,762

自己株式 △0 △0

株主資本合計 7,566 7,823

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △5 △3

その他の包括利益累計額合計 △5 △3

新株予約権 97 178

非支配株主持分 △2 -

純資産合計 7,656 7,998

負債純資産合計 8,900 8,481
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 1,795 1,542

売上原価 716 599

売上総利益 1,078 943

販売費及び一般管理費 943 807

営業利益 135 135

営業外収益   

受取利息 3 1

持分法による投資利益 35 108

違約金収入 - 71

その他 10 1

営業外収益合計 48 183

営業外費用   

支払利息 4 2

資金調達費用 28 -

その他 8 8

営業外費用合計 40 10

経常利益 143 307

特別利益   

資産除去債務戻入益 77 -

固定資産売却益 214 -

受取保険金 10 -

債務返還引当金戻入益 - 88

特別利益合計 301 88

特別損失   

固定資産除却損 1 2

関係会社清算損失引当金繰入額 6 -

特別調査費用 - 20

貸付金評価損 60 -

関係会社清算損 - 12

減損損失 3 -

違約金損失 45 -

その他 3 -

特別損失合計 120 34

税金等調整前四半期純利益 325 361

法人税等 54 47

四半期純利益 270 314

非支配株主に帰属する四半期純利益 11 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 259 312
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 270 314

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 4 -

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 1

その他の包括利益合計 0 1

四半期包括利益 271 315

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 260 318

非支配株主に係る四半期包括利益 11 △2
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【注記事項】

（連結の範囲の変更）

　第２四半期連結会計期間末より、合同会社PBTF1は支配に該当する取引が終了したため、連結の範囲から除い

ております。

 

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。この変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書（2022年６月28日提出）に記載した新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

影響に関する会計上の見積りの仮定について、重要な変更はありません。

 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対

応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

　　　次の医療法人について、金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

医療法人樹恵会(借入債務) 549百万円 495百万円

医療法人野垣会(借入債務) 116百万円 114百万円

社会医療法人阪南医療福祉センター(借入債務) 1,690百万円 1,634百万円

医療法人社団憲仁会(借入債務) 69百万円 －百万円

医療法人社団潤清会(借入債務) 30百万円 28百万円

計 2,454百万円 2,272百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る減価償却費を含む。)は次のとおりであり

ます。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 90百万円 64百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総

額
（百万円）

１株当た
り

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月27日

定時株主総会
普通株式 54 6.00 2022年３月31日 2022年６月28日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２ 医療関連 不動産関連 計

売上高       

業務受託収入 549 10 559 559 - 559

業務受託アップフロント収入 786 - 786 786 - 786

その他 137 6 143 143 - 143

顧客との契約から生じる収益 1,473 16 1,489 1,489 - 1,489

その他の収益 - 305 305 305 - 305

外部顧客への売上高 1,473 322 1,795 1,795 - 1,795

セグメント間の内部売上高又

は振替高
- - - - - -

計 1,473 322 1,795 1,795 - 1,795

セグメント利益 362 97 459 459 △324 135

　（注）１　セグメント利益の調整額△324百万円には、セグメント間取引消去22百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△346百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。なお、税制適格ストックオプションの発行に伴う株式報酬費用62百万円は各報告セグメント

に配分していない全社費用としています。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２ 医療関連 不動産関連 計

売上高       

業務受託収入 700 6 707 707 - 707

業務受託アップフロント収入 - - - - - -

その他 164 514 679 679 - 679

顧客との契約から生じる収益 865 521 1,386 1,386 - 1,386

その他の収益 - 155 155 155 - 155

外部顧客への売上高 865 676 1,542 1,542 - 1,542

セグメント間の内部売上高又

は振替高
- - - - - -

計 865 676 1,542 1,542 - 1,542

セグメント利益 384 105 490 490 △354 135

　（注）１　セグメント利益の調整額△354百万円には、セグメント間取引消去23百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△378百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。なお、税制適格ストックオプションの発行に伴う株式報酬費用62百万円は各報告セグメント

に配分していない全社費用としています。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年31月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 28円70銭 34円50銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 259 312

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（百万円）
259 312

普通株式の期中平均株式数（株） 9,050,434 9,050,430

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 28円69銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 5 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

第5回(2021年6月29日)

新株予約権

2,020個(普通株式

202,000株)

第4回(2020年6月27日)

新株予約権

390個(普通株式

39,000株)

第5回(2021年6月29日)

新株予約権

2,020個(普通株式

202,000株)

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2023年２月14日

グローム・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

協立神明監査法人

東京事務所

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 朝　　田　　潔

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 田　　中　　伴　　一

 

　監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグローム・ホール

ディングス株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１

日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　当査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グローム・ホールディングス株式会社及び連結子会社の2022年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任

監査人は、当該連結財務諸表に対して2022年６月28日付けで無限定適正意見を表明している。

　また、会社の第３四半期連結会計期間に係る訂正後の四半期連結財務諸表及び第３四半期連結累計期間に係る訂正後の

四半期連結財務諸表に対して、前任監査人による四半期レビューが実施されている。前任監査人は、訂正後の四半期連結

財務諸表に対して2022年６月24日付けで無限定の結論を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな
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い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以 上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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